
別紙様式第４号別添１

都道府県名

令和３年度
（R2補正）

高松市 由佐

経営の複合化は達成できた。
付加価値額の拡大、経営面積の拡大及び農業経営の法人化について
は、人員不足等による収入額の減少等により目標を達成することがで
きなかった。
今後、県普及センター等の関係機関や経営コンサルタント等の専門家
を交えた面談、収支改善等を含めた目標達成に向けて重点的に助言・
指導を行い、令和６年度の目標達成を目指す。

令和３年度
（R2補正）

高松市 東植田

経営面積の拡大は達成できている。
付加価値額の拡大については、新規の販売先を増やすとともに雇用増
加による栽培管理の徹底及び秀品率の向上により、収入増と販売額の
安定が図れるよう県普及センター等の関係機関や専門家を活用して重
点的に助言・指導を行う。

令和３年度
（R2補正）

東かがわ市
坂元・南
野・黒羽

経営面積の拡大は概ね目標達成できている。
付加価値額の拡大は、うどんこ病の発生による減収と雇用形態の変更
による費用増と人件費減により目標達成ができていない。
今後は、栽培管理の徹底による安定生産と雇用形態の見直しのため、
専門家等を活用し重点的に指導・支援を行い、早期の目標達成を図
る。

令和３年度
（R2補正）

丸亀市

丸亀市
　綾歌
善通寺市
　瀧川
まんのう町
　四條

経営面積の拡大は目標達成できている。
付加価値額の拡大は、生産管理が十分できておらず想定より低収と
なったことや、経費の増大により未達成となった。
今後は生産管理の徹底による収量増加と取引先との契約収量を適正な
量に見直すなど来年度に目標達成するように、税理士等の専門家を活
用して経費増加の分析や経費低減に向けて重点的に助言及び指導して
いく。

令和３年度
（R3補正）

観音寺市 豊田

経営面積の拡大は目標達成できている。
付加価値額の拡大の目標は、収入は増加しているものの、仕入れ費用
も増加したため未達成となった。目標達成できるよう引き続き経営コ
ストの削減に努めるよう指導を行う。

令和３年度
（R3補正）

三豊市

豊中町
南部

（下高野
集落)

経営面積の拡大、付加価値額の拡大、経営の法人化、輸出の取組につ
いては、基盤整備工事の進捗が予定より遅れており、米麦の作付拡大
や作業受託が計画通り出来なかったため目標達成とならなかったが、
基盤整備が令和６年度に完了し、農地が集積できることから令和６年
度の目標達成を目指す。
輸出については米、果樹について輸出方法を検討したが個人での輸出
が困難であることから、輸出事業者を通じて輸出できるよう輸出方法
を検討する。
成果目標の達成に向け、普及センターや専門家等を活用して重点的に
助言・指導を行う。

令和３年度
（R3補正）

三木町 田中

付加価値額の拡大、経営面積の拡大、法人化については達成できてい
る。
輸出の取組は、専門家への相談や輸出事業者（JA）に生産物を販売・
提供する方法を検討するなど、目標達成できるよう関係機関と連携し
ながら指導・助言を行っていく。

令和３年度
（R3補正）

多度津町 四箇

・面積の拡大については、農地中間管理機構の活用等による規模拡大
に向けて助言、指導を行っていく。
経営の複合化については、アスパラガスが定植後の育成期間が経過
し、今後生産量の増加が見込まれることから、令和６年度に達成でき
るように指導していく。

・付加価値額の拡大については、農業改良普及センターや専門家等を
活用した重点的な助言・指導を行う。
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承認年度 市町村名 地区名 都道府県の点検（評価）における所見(評価)及び指導内容



令和４年度
（R4補正）

高松市
国分寺・
国分寺南

－

令和４年度
（R4補正）

三豊市 財田上

環境配慮の取組については、農薬の使用量を削減できており計画通り
達成できた。
付加価値額の拡大について、収入としては生産量も増え確保できてい
るが、資材や肥料の価格高騰により費用がかかり、雇用も減ったこと
で人件費が減少したため目標達成とならなかった。
経営面積の拡大については、事業完了後、着々と経営面積の拡大を
行っているが周辺の農地の集積が行えておらず目標達成まで至らな
かった。
引き続き付加価値額の拡大、経営面積の拡大に向け人員の確保支援や
周辺の空き農地の集積等を行い、成果目標の達成に向け普及センター
や専門家等を活用し重点的な指導・支援を行う。

令和５年度
（R5補正）

三木町 田中 －

　　　３　目標年度を超えて継続して評価を実施する場合も、同様とする。

（注）１　都道府県知事は、本様式を地方農政局長へ報告する際、事業実施主体から提出された報
　　　　告書に添付するものとする。

　　　２　成果目標が未達成であり、事業実施主体に対して指導を行った地区の場合は、所見（評
　　　　価）と合わせて指導内容を記入し、目標が達成している地区の場合は「－」を記入する。
　　　　　なお、目標年度において目標を達成していない場合は、事業実施主体に対する指導内容
　　　  等の記載を必須とする。

承認年度 市町村名 地区名 都道府県の点検（評価）における所見(評価)及び指導内容


